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向けてどのような政策構想を描いたのかを明らかにする。以下、第 1 節で 2011 年以降の経
済動向を概観し、第 2 節でマンスール暫定政権の経済政策、第 3 節でスィースィー政権の
経済政策を検討する。そして第 4 節でスィースィー体制形成期の経済政策構想を考察する。 
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 動乱後のエジプト－スィースィー体制の形成（2013～2015 年）－ 
第1節 「1 月 25 日革命」以降の経済動向 
 
 エジプト経済は「1 月 25 日革命」を境に悪化した。2008 年の世界的な経済危機による減
速からの回復途上にあった経済は、「1 月 25 日革命」とその後の政治不安で低迷した。2011
年～2013 年の経済成長率は平均 2.1％と、過去四半世紀で最も低い水準で推移した（図 1
参照）。同時期の人口増加率は約 2.5％のため、一人あたり GDP 成長率（平均所得増加率）







月 25 日革命」直前に 360 億米ドルだった外貨準備残高は、2012 年末に 150 億米ドルと輸
入決済の約 3 か月分まで減少し、外貨危機寸前とみなされた（図 2 参照）。外貨準備残高は






り下げられた（図 3 参照）。 
2013 年 7 月のクーデターによって、国内経済を取り巻く環境は再び大きく変化した。な
かでも 2013 年後半は、社会情勢の緊迫と治安の悪化によって、外国人観光客数が前年同期
比で 44％減となり、ムルスィー政権後半期以上に観光収入が落ち込んだ。外国人観光客数
は 2014 年半ばにクーデター前の水準に戻ったが、観光収入は伸び悩んだ（図 4 参照）。 
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 動乱後のエジプト－スィースィー体制の形成（2013～2015 年）－ 


















ムルスィー大統領の追放直後から上昇を始め、2014 年初頭に「1 月 25 日革命」直前の水準
まで回復した。さらに 2014 年半ばにはムルスィー政権末期の 2 倍の水準まで上昇した（図
5 参照）。 
ところが、株価指数は 2015 年に一転下落傾向となった。2015 年の 1 年間で EGX30 は
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後の 2013 年 7 月 9 日にサウジアラビアが 50 億米ドル、UAE は 30 億米ドルの経済支援を





プト経済の低迷が続くなか、その後もたびたび追加支援が表明された。2013 年 9 月に UAE






エジプトの受け取った経済支援を財政統計で確認すると、2012/2013 年度に 48 億 LE（財
政収入の 1.4％）だった外国政府からの援助受け取りは、2013/2014 年度に 955 億 LE（同
21％）に急増した。2014/2015 年度も 249 億 LE を受け取っており、第 2 移行期に湾岸ア
ラブ諸国を中心とする外国政府からの支援が急増したことが分かる。 






サウジアラビア 10 20 20 50
UAE 10 20 .. 30





へと移った。表 2 は、2015 年 3 月に開催された「エジプト経済開発会議（Egypt Economic 




エジプトへの経済支援に最も積極的なサウジアラビアは、2015 年 11 月に「サウジアラ
ビア－エジプト調整委員会」を設立し、同年 7 月に 2 国間で締結された「カイロ宣言」の実
施を推進することで合意した。「カイロ宣言」の主な内容は、（1）アラブ合同軍の設立を視
野に入れた軍事協力の推進、（2）エネルギー、電力、輸送分野での 2 国間の協力と投資の促
進、（3）2 国間貿易の拡大、（4）合弁事業による 2 国間の投資拡大、（5）地域情勢に対応す
るための政治、文化、メディア部門での協力強化、（6）2 国間の領海確定である。 
サウジアラビアは、2015 年 12 月に開催された第 2 回「サウジアラビア－エジプト調整





















サウジアラビア - 10 30 40
UAE - 20 20 40
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経済刺激策として、ベブラーウィー内閣は 2013 年 8 月末に 223 億 LE（当時の為替レー
トで約 3170 億円）の追加予算を公表した (2)。主な支出先は、送電設備の改修、道路整備、
住宅建設といったインフラ整備プロジェクトであった。この経済刺激策によって、
2013/2014 年度の経済成長率は 3.5%に上昇すると期待された。 
ベブラーウィー内閣は、2014 年 2 月に再び 339 億 LE 規模の新たな経済刺激策を公表し
た。その使い道として、217 億 LE は投資プロジェクトに、110 億 LE は最低賃金と年金支








スール暫定政権になると、政策金利は 3 度にわたって計 1.5％ポイント切り下げられ、2013
年 12 月には 8.75％となった（図 6 参照）。なかでも、最初の切り下げとなった 2013 年 8
月の利下げは、市場関係者にも予想外の動きであった（Werr [2013]）。2013 年後半のイン
フレ率は二桁に上昇していたが、経済下振れ懸念の方が大きいとの判断から、2009 年以来




                                                   
(2) 経済刺激策の規模は，同年 10 月までに 297 億 LE に拡大した。 
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 動乱後のエジプト－スィースィー体制の形成（2013～2015 年）－ 
第3節 スィースィー政権の経済政策 
 










 スィースィー政権の経済改革は、2014/2015 年度（2014 年 7 月～翌年 6 月）予算案の見
直しから始まった。大統領就任前に策定されていた予算案に対し、スィースィー大統領は再
検討を指示した。GDP 比 12％と見積もられた財政赤字幅の縮小を求めたのである。予算案
はわずか 5 日で修正され、修正予算案は 2014 年 6 月 29 日に承認された。 








2014 年 7 月 5 日の価格改定では、ガソリン、産業向け天然ガス、電力について、大幅な値






第 7 章 経済：改革と開発の推進 
財政赤字縮小を含む中期計画の詳細は、2015 年 3 月に公表された 5 カ年計画（2014/2015
～2018/19 年）で明らかにされた (3)。同計画では、（1）持続可能なマクロ経済の回復、（2）
法制度改革とインフラ整備、（3）持続可能な社会政策の 3 つを重点とし、5 年間の改革方針
を提示している。いずれもスィースィー政権の発足直後から言及されてきた政策で、その方
針を改めて示すものだった。
表 4 は 5 カ年計画の主な目標値を要約したものである。計画最終年度にあたる 2018/2019











(3) 5 カ年計画は、「エジプト 5 カ年マクロ経済枠組みと戦略（Strat_EGY：Egypt’s Five Year
Macroeconomic Framework and Strategy, FY14/15-FY18/19）」として 2015 年 3 月に開催され
た「エジプト経済開発会議」の場で公表された。
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 動乱後のエジプト－スィースィー体制の形成（2013～2015 年）－ 






抑制を重視する政策が取られた。政策金利は、スィースィー政権発足直後の 2014 年 7 月に
1％ポイント引き上げられた。同月に引き上げられたエネルギー価格がインフレ率の上昇を
もたらすことが懸念され、予防措置として政策金利が引き上げられた（Central Bank of 
Egypt [2014]）。その後、2015 年 1 月に経済下振れリスクへの対応として政策金利は 0.5％
ポイント引き下げられたが、同 12 月に再び 0.5％ポイント引き上げられた（図 6 参照）。 
 2015 年 12 月の政策金利引き上げは、政府と中央銀行との間での調整の後に決定された。
政府と中央銀行は、マクロ経済運営のための調整委員会の設置を決め、その第 1 回委員会














                                                   
(4) 拡張工事は，運河の複線化（35 キロメートル）と水路拡大（37 キロメートル）を行うもので，
当初 3 年と見積もられた工期はスィースィー大統領の指示によって 1 年に短縮され，軍の指揮
の下で 40 社以上の国内企業と 6 社の外国企業によって進められた。工事は予定通り 1 年で完了
し，2015 年 8 月に大々的な完成式典が開催された。 
表4　Strat_EGY（5カ年計画）の目標値
2014/15 2015/16 2016/17 2017/18 2018/19 2007/08
成長率 3.8 4.3 4.7 5.7 6.0 7.2
失業率 12.9 11.9 11.3 10.7 9.8 8.7
インフレ率 11.8 11.3 10.2 8.1 7.4 11.7
財政赤字（% of GDP） 10.5 9.6 8.9 8.3 8.1 6.8
Source: "Strat_EGY: Egypt's Five Year Macroeconomic Framework and Strategy
FY14/15-FY18/19" GOE
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経済開発計画の全体像は、2015 年 3 月 13～15 日に開催された「エジプト経済開発会議






EEDC では、長期開発方針として「持続的開発戦略：エジプト 2030 年ビジョン
（Sustainable Development Strategy：Egypt’s Vision 2030）」が公表された (6)。そこでは
2030 年に向けた総合開発方針を「近代的、民主的、生産的で開かれた社会を構築する」こ
ととし、経済、社会、環境の 3 分野 10 部門について、それぞれの目標を設定した（表 5）
(7)。ここで示されたビジョンは経済開発だけでなく、教育、保健、文化なども含む包括的な
開発戦略であり、エジプト社会が目指す方向性を示したものとなった。






















万人規模の都市を造成するという計画である。その第 1 段階として、2022 年までに 105 平
方キロメートルを開発することが発表された。
EEDC は大きな成果を収めた。エジプト政府は EEDC 開催中に 100～120 億米ドルの投
資契約を締結することを目標としていたが、それを大きく上回る投資の意思が表明された。
なかでも、最も多くの投資契約が締結されたのは石油･エネルギー部門だった。イギリス BP





サイト上に政策方針となる文書を掲載した。経済開発については「未来の地図（The Map of the 
Future）」と題する文書が掲載され，経済活動の活性化を目的とした県境の再画定，農業用地と
して 400 万フェッダン（415 万エーカー）の沙漠地開拓，農業用灌漑設備の全面的改修，新工業
地域の造成（22 か所），新都市開発（25 都市），新空港の建設（8 か所），高速鉄道網の構築，全
国的な道路整備（4000～5000 キロメートル）など，壮大な国土開発計画が列挙された
（http://www.sisi2014.net/en/content.php?ID=2）。


















（出所）Egypt's Vision 2030  公式ウェブサイト（http://sdsegypt2030.com/?lang=en） から抜粋.
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 外国企業の投資計画の表明に加え、サウジアラビア、UAE、クウェートがそれぞれ 40 億
米ドル、オマーンも 5 億米ドルの経済支援を表明した。サウジアラビア、UAE、クウェー






























                                                   
197 億米ドル，エジプト企業とサウジアラビア企業による合弁事業 57 億ドルなどが，発電・
送電分野では，ドイツのシーメンス社 105 億米ドル，UAE 企業 94 億米ドル，ヨルダン企業





































きる 5 年満期，年利 12％の証券で，国有銀行が発行し財務相の保証が付く。
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いた（Springborg [1987]; [1989], Marshall and Stacher [2012], Roy [1992]）。しかし、第
2 移行期以降、軍の経済分野への関与はますます顕著になった。たとえば、経済回復のため
にマンスール暫定政権が実施した経済刺激策に基づくインフラ建設工事の多くを請け負っ
た。その額は 2013 年 9～12 月で計 15 億米ドル以上との報道もある（Hauslohner [2014]）。
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